覚　　　　書
神戸市医師会(以下『甲』という。)と神戸市老人福祉施設連盟（以下『乙』という。）は、乙に加盟する特別養護老人ホーム（以下『丙』という。）が、当該特別養護老人ホームで「特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（平成11年3月11日厚生省令第46号）」において必要とする嘱託医師及び協力病院の決定について、神戸市の立会いのもと、次のとおり覚書を締結する。

一　覚書を締結するに当たり、以下の点について双方確認を行う。

　１　平成5年度から運用されてきた嘱託医及び協力病院の推薦に関する覚書及び関連した嘱託医契約書の書式については、本覚書を締結することで破棄したものとみなす。
　２　本覚書の適用対象は、平成５年度から運用されてきた嘱託医及び協力病院の推薦に関する覚書により対応が行われている特別養護老人ホーム及び本覚書締結後に新規開設等により乙に加盟する特別養護老人ホームが嘱託医配置及び協力病院の指定を必要とする場合とする。

二　嘱託医師の決定について

　１　丙において必要とする嘱託医師の決定については、下記の①によることを原則とする。これによりがたい場合は、下記の②によることとする。
　　①　丙は、特別養護老人ホームの所在地の区医師会に嘱託医師の推薦依頼を行い、区医師会から推薦を受けた医師と嘱託医師契約を締結する。
　　②　丙は、自ら神戸市医師会に所属する医師から嘱託医師を選定し、当該の嘱託医師と契約を締結する。
　　　　なお、丙が、丙関連法人が運営する医療機関より嘱託医師を選定する場合も、その嘱託医師は神戸市医師会員であることとする。

２　丙は、前１により嘱託医師との契約を締結したときは、甲乙に速やかに報告するものとする。

３　丙が、前１①により嘱託医師と契約をした時の勤務条件等については、別紙覚書ひな形（「区医師会と社会福祉法人との覚書　ひな形」）を標準として、丙と嘱託医師の双方同意に基づき決定するものとする。
４　丙は、前１①により嘱託医師と契約を行っている場合で、嘱託医師契約期間が満了したとき、又は継続が不可能となったときは、速やかに甲乙に報告し、改めて前１に基づき嘱託医師を決定するものとする。
三　協力病院の指定について

１  丙において必要とする協力病院の決定については、下記の①によることを原則とする。これによりがたい場合は下記の②によることとする。
①　丙は、特別養護老人ホームの所在地の区医師会に協力病院の推薦依頼を行い、区医師会から推薦を受けた病院と協力病院協定を締結する。
　  ②  丙は、自ら協力病院を選定し、当該の協力病院と協定を締結する。

２　丙は、前１により協力病院を新たに決定し協定を締結したときは、甲乙に速やかに報告するものとする。

３　丙は、前１①により協力病院の協定を締結している場合であって、協力病院の協定期間が満了したとき、又は継続が不可能となったときは、速やかに甲乙に報告し、改めて前１に基づき協力病院を決定するものとする。

４　協力病院は、丙の入所者が入院加療を要する場合、速やかに入院措置をとるよう努めるものとする。
５　協力病院協定に基づく医療機関への報酬はなしとする。

四　本覚書に締結に伴う双方義務

１　甲は、この覚書を区医師会並びに甲に所属する医師に周知し、覚書の遵守について徹底するものとする。

２　乙は、この覚書を乙加盟の特別養護老人ホームに周知し、覚書の遵守について徹底するものとする。

五．その他

この覚書について疑義ある場合は、甲乙の協議により決定するものとする。

本覚書の証として、本書3通を作成し、甲乙及び立会人がそれぞれ1通を保有する。
令和　　年　　月　　日

　　甲　　住　所　　

　　　　　名　称　　

　　　　　代表者　　

　
　　乙　　住　所　　
　　　　　名　称　　

　　　　　代表者　　

　　神戸市医師会と神戸市老人福祉施設連盟との間に、上記覚書が締結されたことを確認する。

　　　　　立会人　　　
別紙　　区医師会と社会福祉法人との覚書　ひな形
○○区医師会(以下『甲』という。)と社会福祉法人○○（以下『乙』という。）は、平成○年○月○日締結の神戸市医師会と神戸市老人福祉施設連盟との「覚書」に基づき、乙の運営する特別養護老人ホーム『○○』で、「特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（平成11年3月11日厚生省令第46号）」において必要とする嘱託医師及び協力病院の決定について、下記のとおり覚書を締結する。
一　嘱託医師との契約について

１　甲は、○○医○名を、乙の運営する特別養護老人ホーム『○○』の嘱託医師として推薦するものとし、乙は推薦を受けた医師と次の条件で契約を締結する。
　①　勤務日及び勤務時間

　　　　○○医　　週○回　1回２時間

　　②　報酬

　　１回につき４０,０００円とする。
　　ただし、２時間を越えた場合は、１時間当たり１０,０００円とする。また、勤務日以外で施設よりの要請により出勤した場合は、時間当たり２０,０００円とする。
③　契約期間

　　　　嘱託医の契約期間は、原則２年間とする。但し、甲及び乙の双方に異存のない場合は、本覚書はさらに1年継続するものとし、以降も同様とする。
２　嘱託医師との個別契約は、別紙を標準として当該の嘱託医と社会福祉法人との間で契約書の締結を行うものとする。契約書を締結したときは、速やかに神戸市医師会及び神戸市老人福祉施設連盟に報告するものとする。
３　医事紛争の処理

　　乙が運営する特別養護老人ホームにおける嘱託医業務の遂行上生じた医事紛争については、嘱託医の責に帰するものを除き、乙の責任において処理するものとする。

二　協力病院との協定の締結について

１　甲は、乙が運営する特別養護老人ホームの協力病院を推薦するものとし、乙は推薦を受けた病院と協定を締結するものとする。

２　協力病院の契約期間は、原則２年とする。但し、甲及び乙の双方に異存のない場合は、本覚書はさらに1年継続するものとし、以降も同様とする。
３　協力病院との協定書の締結は、別紙を標準として当該の病院と社会福祉法人との間で契約書の締結を行うものとする。

三　その他

　この覚書について疑義ある場合は、甲乙の協議により決定するものとする。

本覚書の証として、本書２通を作成し、甲乙は、記名押印のうえ、それぞれ1通を保有する。
令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　甲　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　名　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　

　乙　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　名　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　

別紙　　　　　　嘱　託　医　契　約　書

　医療法人　○○（以下「甲」という）と社会福祉法人○○（以下「乙」という）は、乙が運営する特別養護老人ホーム　○○　　の嘱託医として次の契約を行う。

１　勤務頻度　　週　○　回（１回２時間）
２　診療科目　　

３　勤務時間　　２時間（　　時　　分～　時　　分）

４　報　　酬　　１回につき４０,０００円とする。
　　　　　　ただし、２時間を越えた場合は、１時間当たり１０,０００円とする。また、勤務日以外で施設よりの要請により出勤した場合は、時間当たり２０,０００円とする。

５　診療業務　　

①　入居者状態等に関する、医務室からの情報聴取
　　　　　　　　②　診察結果や治療方針の、医務室への伝達
　　　　　　　　③　主治医意見書、各種診断書の作成
　　　　　　　　④　介護職員の医療的ケアに係る指示と協力
　⑤　入居者の急変時や死亡時の指示および対応

　⑥　家族への説明、インフォームドコンセントへの配慮
６　治療等に必要な医療材料費の負担

甲が診療に当たって診療等に必要な医療材料費については、入居者負担とする。

乙は、入居者からの徴収に協力を行う。
７　契約期間　　令和　　年　　月　　日から令和　　年　　年　　月　　日迄とする。但し、甲乙の双方に異存のない場合は、本契約はさらに1年継続するものとし、以降も同様とする。
令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　甲　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　名　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　

　乙　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　名　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　
別紙　　　　　協　力　病　院　協　定　書
　医療法人　○○（以下「甲」という）と社会福祉法人○○（以下「乙」という）は、乙が運営する特別養護老人ホーム　○○　　の協力病院としての次の協定書の締結を行う。

（業務内容）

１　甲は、乙が運営する施設の入居者及び入所者が入院治療を必要とするときは、診察結果に基づき、乙の施設の嘱託医と協力して治療に当たるものとする。

２　甲は、乙が運営する施設の入居者及び入所者が入院治療を必要とするときは、その受入に協力すると共に、お互いに密接な連絡のもとに入院者の治療に当たるものとする。　　
（協定期間）

３　本協定の期間は、令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日迄とする。

但し、甲及び乙いずれかから別段の意思表示がない時は、本協定はさらに1年継続するものとし、以降も同様とする。
（解　約）
４　前項の規定に係わらず、やむを得ない理由が発生した場合は、甲乙協議の上、協定を解約することができるものとする。
（その他）
５　本協定に定めない事項については、甲乙協議して決定するものとする。
令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　甲　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　名　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　

　乙　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　名　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　

